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特別調査事項

特別調査事項として４項目について聞いたところ、次のような結果となった。

（１）東日本大震災からの回復状況について
＜受注数・客数＞

○震災の影響が「もともと影響なし」は全体で２６．４％、製造業は２１．３％、

非製造業は３０．０％と非製造業のほうが震災の影響を受けていない割合が高

かった。

○震災の影響を受けたが、震災前の状況まで回復していない企業は、未だに７割

近くの６８．１％となっている。

＜原材料・部品等＞

○震災の影響が「もともと影響なし」は全体で３３．４％、製造業は２６．７％、

非製造業は３８．１％と非製造業のほうが震災の影響を受けていない割合が高

かった。

○震災の影響を受けたが、震災前の状況まで回復していない企業は、未だに半数

を超える５６．２％であった。

（２）今夏実際に取った電力不足対策について

○最も多かった電力不足対策は「照明や空調の一部停止」が７２．７％であり、

製造業・非製造業とも７０％を超えた。

（３）円高が経営に与える影響について
○「悪い影響がある」と回答した企業は３３．６％、「影響はない」と回答した

企業は６１．２％であった。

○製造業では４７．５％の企業が「悪い影響がある」と回答、２３．９％だった

非製造業の約２倍となっている。

○円高の悪い影響の具体例としては、「受注（売上げ）減少」が６２．８％で最

も多く、続いて「コスト削減要求」が３５．９％、「取引先の海外シフト」が

３２．４％の順であった。

○円高の対する対応策としては、「固定費の削減」が５３．７％と最も多く、続

いて「調達コストの削減」が３０．８％、「新分野の開拓」が３０．４％の順

であった。

（４）社員の海外派遣研修について
○社員を海外研修に派遣した企業は３．１％で、「１か月未満」が２．１％、続

いて「１か月以上」が０．７％、「１年以上が」０．３％であった。

特別調査事項として４項目について聞いたところ、次のような結果となった。

（１）東日本大震災からの回復状況について

＜受注数・客数＞

○ 震災の影響を受けたが、震災前の状況まで回復していない企業は、未だに７

割近くの６８.１％であった。

○ 震災の影響が「もともと影響なし」の企業は全体で２６.４％となり、業種別

では製造業が２１.３％、非製造業が３０.０％であった。

＜原材料・部品等＞

○ 震災の影響を受けたが、震災前の状況まで回復していない企業は、未だに半

分を超える５６.２％であった。

○ 震災の影響が「もともと影響なし」の企業は全体で３３.４％となり、業種別

では製造業が２６.７％、非製造業が３８.１％であった。

（２）今夏実際に取った電力不足対策について

○ 最も多かった電力不足対策は「照明や空調の一部停止」の７２.７％となり、

業種別では製造業７３.１％、非製造業７２.４％と両方とも７０％を超えた。

（３）円高が経営に与える影響について

○ 「悪い影響がある」と回答した企業は３３.６％、「影響はない」と回答した

企業は６１.２％であった。

○ 製造業では４７.５％の企業が「悪い影響がある」と回答、２３.９％であっ

た非製造業の約２倍となっている。

○ 円高の悪い影響としては、「受注（売上げ）減少」が６２.８％で最も多く、

次いで「コスト削減要求」が３５.９％、「取引先の海外シフト」が３２.４％

の順であった。

○ 円高に対する対応策としては、「固定費の削減」が５３.７％と最も多く、次

いで「調達コストの削減」が３０.８％、「新分野の開拓」が３０.４％の順で

あった。

（４）社員の海外研修派遣について

○ 昨年度に社員を海外研修に派遣した企業は３.１％で、派遣期間については

「１か月未満」が２.１％、次いで「１か月以上」が０.７％、「１年以上」が

０.３％であった。
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（１）東日本大震災からの回復状況について（集計表Ｐ４６、４７参照）
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製 造 業

全 体

もともと影響なし 100％以上 80％～100％未満 50％～80％未満 50％未満

震災の影響から１００％以上回復した割合が高い業種をみると
○製造業では、「輸送用機械器具」が１５.６％と最も高く、続いて「家具・装備品」が

１１.８％、「金属製品」が１１.１％の順であった。
○非製造業では、「運輸業」が１１.１％と最も多く。続いて「不動産業」が４.９％、「卸売

・小売業」が４.７％の順であった。

震災の影響をもともと受けていない割合が高い業種をみると
○全業種のうち、「不動産業」が４６.３％と最も高く、続いて「建設業」が４４.８％、「情

報サービス業」が３３.３％の順で非製造業が上位を占めた。
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＜非製造業＞

「100％以上」と回答した企業は５.４％、「80～100％未満」は３４.０％、「50

～80％未満」は２５.６％、「50％未満」は８.５％であり、「もともと影響なし」は

２６.４％だった。

震災の影響を受けたが、震災前の状況まで回復していない（80～100％未満、50

～80％未満及び 50％未満をあわせたもの）企業は６８.１％だった。製造業では

７１.６％、非製造業では６５.７％であった。

「もともと影響なし」と回答した企業は製造業で２１.３％、非製造業は３０.０％

であった。

① 受注数・客数の回復の割合

受注数・客数の回復の割合（全体）

受注数・客数の回復の割合（業種別）
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製 造 業

全 体

もともと影響なし 100％以上 80％～100％未満 50％～80％未満 50％未満

震災の影響から１００％以上回復した割合が高い業種をみると
○製造業では、「金属製品」が２４.４％と最も高く、続いて「輸送用機械器具」が２２.７％、

「鉄鋼業・非鉄金属」が２０.０％の順であった。
○非製造業では、「運輸業」が１２.５％と最も多く。続いて「飲食店」が１０.３％、「卸・

小売業」が９.１％の順であった。

震災の影響をもともと受けていない割合が高い業種をみると
○全業種のうち、「情報サービス業」が７０.６％と最も高く、続いて「不動産業」が５９.４

％、「サービス業」が４５.６の順で非製造業が上位を占めた。
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＜非製造業＞

「100％以上」と回答した企業は１０.５％、「80～100％未満」は３９.３％、「50

～80％未満」は１１.１％、50％未満は５.８％であり、「もともと影響なし」は

３３.４％だった。

震災の影響を受けたが、震災前の状況まで回復していない（80～100％未満、50

～80％未満及び 50％未満をあわせたもの）企業は５６.２％だった。製造業では

５９.５％、非製造業では５３.７％であった。

「もともと影響なし」と回答した企業は製造業で２６ .７％、非製造業は

３８.１％であった。

② 原材料・部品・商品等の調達困難の回復の割合

原材料・部品・商品等の調達困難の回復の割合（全体）

原材料・部品・商品等の調達困難の回復の割合（業種別）
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（２）今夏実際に取った電力不足対策について（Ｐ４８参照）
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稼働日変更

夏季休暇拡大・分散化

照明・空調一部停止

製造業・非製造業別にみると・・・
製造業・非製造業とも「照明や空調の一部停止」が最も多く７０％を超え、二番目が「夏季

休暇の拡大・分散化」であった。三番目以降では、製造業が「稼働日の変更」、「勤務時間の
変更」、「事業縮小」、「発電機等の購入」の順となり、非製造業では「発電機等の購入」、
「勤務時間変更」、「稼働日変更」、「事業縮小」の順であった。
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実際に取った電力不足対策（全体）【複数回答】

実際に取った電力不足対策（製造業）【複数回答】 実際に取った電力不足対策（非製造業）【複数回答】

「照明や空調の一部停止」と回答した企業が７２.７％と最も多く、続いて「夏季休

暇の拡大・分散化」が１１.１％、「稼働日の変更」が８.０％、「勤務時間の変更」が

７.２％の順であった。
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（３）円高が経営に与える影響について（Ｐ４９～５１参照）
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業種別にみると・・・
○製造業

「悪い影響がある」は、「鉄鋼業・非鉄金属」が６９.４％で最も多く、次いで「一般機
械器具」が６７.８％、「電気機械器具」が６６.１％となっている。１１業種中６業種で
５０％を超えた。
一方、「良い影響がある」は「食料品」が１３.０％で最も多く、１０％を超えた業種は

１業種のみであった。

○非製造業
「悪い影響がある」は、「情報サービス業」の３４.５％が最も多く、５０％を超えた業

種はなかった。
一方、「良い影響がある」は、「卸売・小売業」の１０.２％が最も多く、１０％を超え

た業種はこの１業種のみであった。
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＜非製造業＞

「悪い影響がある」と回答した企業は３３.６％、「良い影響がある」と回答した企

業は５.２％、「影響はない」と回答した企業は６１.２％だった。

製造業では４７.５％の企業が「悪い影響がある」と回答しており、２３.９％だった

非製造業の約２倍となっている。

① 円高の影響

円高の影響（全体）

円高の影響（業種別）
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受注（売上げ）減少

業種別にみると・・・
製造業、非製造業ともに、①「受注（売上げ）減少」、②「コスト削減要求」、③「取引

先の海外シフト」、④「為替差損による収益悪化」の順となっている。
「受注（売上げ）減少」は製造業、非製造業ともおよそ３分の２近くの企業が回答してお

り、ほとんど差はない。「コスト削減要求」は製造業が非製造業の１.６倍、「取引先の海外
シフト」は同じく１.７倍で、製造業の割合が高くなっている。
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「悪い影響がある」と回答した企業に、どんな影響があるかを聞いたところ、「受

注（売上げ）減少」が６２.８％で最も多く、次いで「コスト削減要求」が３５.９％、

「取引先の海外シフト」が３２.４％となっている。

② 悪い影響の具体例

悪い影響の具体例（全体）【複数回答】

悪い影響の具体例（製造業）【複数回答】 悪い影響の具体例（非製造業）【複数回答】
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固定費の削減

業種別にみると・・・
製造業、非製造業ともに、①「固定費の削減」が一番多く、次いで、製造業では「調達コ

ストの削減」、「新分野の開拓」の順、非製造業では「新分野の開拓」、「調達コストの削
減」の順であった。また、製造業では「生産拠点の海外移転」が８.３％であった。
「製品価格への転嫁」は製造業、非製造業ともに１０～１５％程度となっており、円高の影
響を製品価格に転嫁する割合は少なく、「固定費の削減」などの経費削減で対応している割
合が多い。
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15.7%

29.8%

36.8%

57.9%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

生産拠点の

海外移転

製品価格

への転嫁

新分野

の開拓

調達コスト

の削減

固定費

の削減

10.8%

1.1%

10.2%

23.1%

31.2%

48.4%

0% 20% 40% 60%

その他

生産拠点の

海外移転

製品価格

への転嫁

調達コスト

の削減

新分野

の開拓

固定費

の削減

「悪い影響がある」と回答した企業に、円高に対する対応策を聞いたところ、「固

定費の削減」が５３.７％で最も多く、次いで「調達コストの削減」が３０.８％、「新

分野の開拓」が３０.４％となっている。

③ 円高に対する対応策

円高に対する対応策（全体）【複数回答】

円高に対する対応策（製造業）【複数回答】 円高に対する対応策（非製造業）【複数回答】
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（４）社員の海外研修派遣について（Ｐ５２参照）

0.1%

0.4%

1.4%

0.6%

1.2%

2.9%

0.3%

0.7%

2.1%

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0%

１年以上

１か月以上

１か月未満

全 体

製 造 業

非製造業

昨年度に社員を海外研修に派遣したか聞いたところ、派遣した企業は３.１％であっ

た。

派遣期間については、「１か月未満」が２.１％と最も多く、続いて「１か月以上」

が０.７％、「１年以上」が０.３％の順であった。

派遣期間（業種別）


